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 第 ２期 中 期 計 画 での関 係 する記 述 は、大 学 によってその主 たる柱 が異 なり、大 学 の目 標 の指
向に合わせて独自の方向性をもって産学連携を進めようとする大学も多く見られる。 
 各 柱 は大 きく分 けると、知 的 財 産 を創 出 ・活 用 する取 組 を強 化 し成 果 の社 会 還 元 をすること、
産 業 界 への貢 献 を目 指 すこと、高 度 な教 育 研 究 を目 指 すこと、国 際 的 な産 学 連 携 による研 究
を進 めること、地 域 における課 題 解 決 、地 域 活 性 化 、地 域 貢 献 となること、共 同 研 究 等 の実 績
を向上させて外部資金獲得につなげること、といった内容になっている。 
 例 として地 域 を意 識 した産 学 連 携 に着 目 すると、産 学 連 携 が活 発 な国 立 大 学 のうち、中 規 模
大 学 （学 生 収 容 定 員 1万 人 以 上 で学 部 等 数 10学 部 以 上 という大 規 模 大 学 以 外 の総 合 大 学 ）










 東 北 大 学 では、「研 究 第 一 主 義 」と「実 学 尊 重 」の精 神 を活 かした新 たな知 の創 造 に努 め、最
高 水 準 の研 究 成 果 の創 出 と国 内 外 への発 信 を図 りつつ、産 学 連 携 でも実 績 を上 げてきており、
第 ２期 中 期 目 標 期 間 では、それまでの実 績 を基 礎 に「国 際 的 視 点 」と「地 域 的 視 点 」に基 づく
共同研究の推進といった産学連携を柱にしている。 
 京 都 大 学 では、「基 礎 研 究 重 視 」を基 盤 としつつ、産 学 連 携 による「社 会 還 元 」と「知 的 創 造 サ
イクルの形成」のいずれも図っていくという基本的な考え方から、国際的産学官連携についても
「産学」でなく大学間等のネットワークを活 用した「学学産」というように、基 礎研究における研究







して産 業 界 との連 携 が培 われ、早 期 より組 織 的 な産 学 連 携 の取 組 を行 ってきた。これまでの研




学 を目 指 す」との基 本 方 針 でプレゼンスを高 める努力 をする一 方 で、独 自 の方法 で、地 域 活 性
化 、地 域 社 会 への貢 献 に向 けて取 り組 んでいる。従 来 型 の製 造 業 の集 積 は少 ないため、新 た
な産 業 の発 展 に向 け工 学 の先 端 的 成 果 を基 礎 に置 きつつ、社 会 マネジメントの手 法 も並 行 的
に導 入 し、また社 会 的 実 装 に向 けて外 部 に対 し働 きかけをしていくという、新 たなモデルを追 求
している。 




 物 質 ・材 料 研 究 機 構 は、基 礎 研 究 と応 用 研 究 を行 き来 する「循 環 研 究 」を重 視 しつつ、「使 わ
れてこそ材料」とのモットーでの研究を重点的に行い、また、我が国の物質・材料研究活動の中
核的機関の役割を果たすことを目標としている。そのため、産業界のニーズを得ることにより基礎
研 究 でのブレークスルーを狙 うことを重 視 しつつ、実 用 化 につなげるために、研 究 領 域 やプロジ
















 京 都 大 学 では、業 績 評 価 の評 価 項 目 は部 局 ごとで定 めるため産 学 連 携 活 動 が含 まれるかどう











 近 畿 大 学 では、教 員 の業 績 評 価 の評 価 項 目 には特 許 や研 究 成 果 の実 用 化 といったような産
学連携活動に関する項目が含まれ、特に社会活動との関係では近畿大学の知 名度や外 部か
らの評価向上への寄与の観 点も大きく、そのような意味合いで産学連携活動が取り上げられて
いる。また、評 価 制 度 の実 施 とその結 果 の反 映 が、教 員 活 動 の一 層 のインセンティブとなるよう
に試行錯誤が続けられていることも窺われた。 
 物 質 ・材 料 研 究 機 構 では、研 究 者 の個 人 評 価 は、点 数 化 による評 価 と上 長 による評 価 の評 価
項目を組み合わせて実施しており、評価結果は賞与の業績手当に反映し、成績優秀者に対し










沿 った産 学 連 携 の計 画 の方 向 性 に合 わせて、そのための人 材 、資 金 などのマネジメントを実 施 する
よう工 夫 している様 子 が明 らかになった。だが、機 関 によっては、産 学 連 携 の各 活 動 間 の連 係 が不




関での目 的に整合した多様な実績評価が求められる。また、各 機関における産学連携活動に対 す
る支援についても、各機関の目標の方向性に合わせることが必要と考えられる。 

















































第 1 � 調査の狙い�方法
 
1.1 調査の狙い
 本 調 査 研 究 では、産 学 連 携 が活 発 な大 学 や独 立 行 政 法 人 において、その機 関 が掲 げる目 標 や
特 性 が、産 学 連 携 の経 費 的 マネジメント、産 学 連 携 の支 援 体 制 、研 究 者 の業 績 評 価 におけるイン
センティブ付 与 といった、産 学 連 携 に関 わるマネジメントとどのように関 連 付 けられているか、今 後 の







ンチャー活 動 に関 する意 識 」第 ４章 において抽 出 された「産 学 連 携 が活 発 な機 関 」(A グループ)63
機関のうち、国立大学 47 大学。 
 
(2) 調査手法 
大 学 の中 期 計 画 及 び中 期 計 画 期 間 に係 る業 務 の実 績 に関 する評 価 結 果 において、産 学 連 携
活 動 に関 係 する記 述 、大 学 の特 性 と産 学 連 携 マネジメントの関 係 、業 績 評 価 における産 学 連 携 活
動 の扱 いといった観 点 で全 体 的 な状 況 の把 握 をする。また、研 究 者 の業 績 評 価 に係 る分 析 につい





調査資料 No.189 第 4 章において抽出した「産学連携が活発な機関」63 機関の中から、ケースス
タディの対象機関として、特性が大きく異なる５程度の機関を抽出することを試みた。国立大学 47 大






近 学 校 法 人 （私 立 大 学 ）から公 立 大 学 法 人 に移 行 した高 知 工 科 大 学 、私 立 大 学 からは特 徴 的 な
ベンチャー企業活動が目立つ近畿大学、また独立行政法人では世界トップレベル企業との大規模
共同研究に取り組む物質・材料研究機構を対象とした。 











産 学 官 連 携 担 当 の実 務 責 任 者 、中 期 計 画 等 企 画 担 当 の実 務 責 任 者 、研 究 者 （教 員 ）評
価の実務責任者、産学連携のコーディネータ業務を行っている担当者、産学連携活動に活発
に携わっている研究者といった、異なる立場の関係者から複数選びインタビュー対象とした。た
だし、インタビュー時 期 や期 間 の制 約 等 により機 関 によって個 別 のインタビュー対 象 者 の範 囲
は多少異なる。具体的なインタビュー対象者及び実施日等は図表 1-2-3 のとおりである。 
産学連携活動に活発に携わっている研究者については、NISTEP REPORT No.127「イノベ
ーションシステムに関 する調 査  第 １部  産 学 官 連 携 と知 的 財 産 の創 出 ・活 用 」で書 面 調 査 の
対象として各機関で 10 名程度抽出した研究者の中から選ぶことを基本とした。 
 
② インタビュー項目  
・ 産学官連携担当の実務責任者向け： 
産 学 官 連 携 の重 点 の変 化 、目 的 ・位 置 づけ、経 費 面 ・人 員 配 置 のマネジメントでの留 意 点 、
研究者の行う産学官連携活動の業績評価の状況、担当部署自身の評価、抱える問題、今
後の方向性 等  
・ 企画担当、研究者（教員）評価の実務責任者向け： 
印 象 に残 る産 学 官 連 携 活 動 、産 学 官 連 携 活 動 の機 関 に対 する効 果 、研 究 者 評 価 ・組 織
評価の状況と産学官連携活動の考慮状況、産学官連携担当部署でのマネジメント上の問
題、産学官連携に関係する課題、今後の方向性 等  
・ コーディネータ業務の担当者向け： 
業 務 における活 動 の重 点 と効 果 、産 学 官 連 携 の目 的 ・位 置 づけ、コーディネータの配 置 や
育 成 の状 況 、産 学 官 連 携 担 当 部 署 の経 費 面 ・人 員 配 置 のマネジメントでの留 意 点 、担 当




























































































































































   
 
 
図 表 1-2-2 「産 学 連 携 が活 発 な機 関 」のうちケーススタディ対 象 機 関
注 ：アンダーラインの機 関 がケーススタディ対 象 。 






2010年3月15、16日 東北大学 副学長（特別課題担当：第一期中期目標期間評価）　 岡田 益男氏
理事(研究・法務コンプライアンス担当)(兼)産学連携推進本部長(2010年3月現在)　
                                                                        飯島 敏夫氏
研究協力部産学連携課リエゾン室 技術専門職員　　  芝山多香子氏
原子分子材料科学高等研究機構 教授　　　　　　　　　 江刺正喜氏
2009年12月10日 京都大学 総務・人事・産官学連携担当理事 　　　　　　　　　　　　 塩田浩平氏
副理事・産官学連携本部長（産官学連携センター特任教授(2009年12月当時)）　
                                                                         牧野圭祐氏
2009年12月24日 長岡技術科学大学 理事・副学長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 高田雅介氏
テクノインキュベーションセンター　リエゾンマネージャー　山田明文氏
機械系 教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  田辺郁男氏
2010年3月26日 高知工科大学 副理事長／高知工科大学 学長　　　　    　　　　　　　   佐久間健人氏
研究支援部長（2010年3月当時）　　　　　　　　            長山哲雄氏
教授／総合研究所マテリアルデザインセンター長　      山本哲也氏
2010年3月1日、9日 近畿大学 リエゾンセンター センター長（2010年3月当時）、教授　 河島信樹氏
リエゾンセンター 主任コーディネーター　　　　　　         根津俊一氏
理事、教授　                                        　　　　　　　 熊井英水氏
水産研究所長、白浜実験場長、大学院農学研究科教授　 村田修氏
2009年12月7日 物質・材料研究機構　企画部戦略室室長　　　　　　　　　　　　                      中村 和夫氏
企画部連携推進室室長                                          青木 芳夫氏
領域コーディネータ（環境・エネルギー材料）、NIMS-トヨタ次世代自動車材料研究セン























図 表 1-2-3 インタビュー調 査 の日 程 、対 象 者 等  
注 ： インタビュー対 象 者 の肩 書 きはすべてインタビュー実 施 当 時 のもの。 
9 
9 









本 法 制 定 のほか、知 的 財 産 本 部 の設 置 支 援 などが積 極 的 に進 められた。この中 で、国 立 大 学 は
2004 年度に国立大学法人化され、第 1 期中期目標期間の目標達成のための措置として 2004 年
度から 2009 年度を対象とする中期計画を策定した。この第 1 期中期計画期間中の業務実績の評
価が、2007 年度までの実績を対象にして行われ、2009 年 3 月にその結果が公表され、その後の第
2 期中期目標、中期計画検討の参考とされている。 
 
2.1.1 第 1 期中期目標期間での業務の実績評価における産学連携に係る記述 
 産学連携の活発な国立大学を対象に、第 1 期中期目標期間中の業務の実績評価結果における
産学連携に係る記述を抜粋してみると、図表 2-1-1 のようになる。 




加 していること、といったように、体 制 整 備 をはじめ各 種 取 り組 みを進 めたことと、産 学 連 携 の活 動 の
活発さを示す指標の値の増加について高評価となっている。 



































































































































数・金額が増えている（864 件→ 1,136 件、９億4,631 万円



































































































































































研究費補助金の採択件数・金額（396 件→ 467 件、14 億
3,755 万円→ 20 億5,882 万円）、受託研究・共同研究・寄






















































値を上回る（平成19 年度187 名）とともに、平成15 年度か
ら平成19 年度にかけて件数・金額が大きく増えている（260














































万円から756 件、72 億6,515 万円に増加しており、外部資






















































































































































































































































19 年度にかけて、共同研究は110 件、1 億3,958 万円から
302 件、3 億6,312 万円に、受託研究は201 件、5 億2,926
万円から348 件、16 億84 万円に、寄附金は1,340 件、7 億





































































19 年度にかけて、受託研究が236 件、18 億4,300 万円か
ら398 件、49 億7,700 万円に、共同研究が243 件、６億
8,500 万円から454 件、11 億1,300 万円に、寄附金が1,631


































































































































































































億3,685 万円（対平成15 年度比７億2,969 万円増）となって
いる。また、平成19 年度の科学研究費補助金の採択額は








































































































































































































成19 年度で24 億7,866 万円（対平成15 年度比９億5,597
万円増）と増加している。また、科学研究費補助金において





















































































































































件数214 件（対平成15 年度比47 件増）、採択金額は10 億
1,079 万円（対平成15 年度比１億1,520 万円増）となってお
り、共同研究、受託研究、寄附金を含めた外部資金の獲得










2.1.2 第 2 期中期目標・中期計画における産学連携に係る記述 
 次に 2010 年度から 2015 年度までの６年間を対象期間とする第２期の中期目標と中期計画で、産




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































示 した。公 立 大 学 の場 合 は、中 期 目 標 及 び中 期 計 画 の期 間 が公 立 大 学 法 人 化 された時 期 によっ
























































































































































































































































2.2 産学連携活動の地域指向性は実績に反映されているか  
 ここでは、「産学連携の活発な国立大学（４７大学）」について、地域をどの程度指向しているか、と
地域における共同研究等の産学連携活動の実績との関係性について分析を行う。  

















     
 
 
図表 2-2-1 中期計画の産学連携関係記述における「地域」出現回数と企業からの  
共同・受託研究受入額に占める同一県内企業の割合との関係  
＇注（「地域」出現回数：図表 2-1-2 での各大学の記述中に「地域」という卖語が表れる回数。 
企業からの共同・受託研究受入額に占める当該大学との同一県内企業の割合：文部科学省「産学連携等実













































2.3 研究者＇教員（の業績評価は産学連携活動のインセンティブとなっているか  




























図表 2-2-2 第２期中期計画の産学連携に係る記述における「地域」出現回数と企業からの  
共同研究受入額に占める中小企業分の割合との関係  
＇注 （中期計画の産学連携に係る記述中「地域」出現回数は、図表 2-1-2 での各大学の記述中に「地
域」という卖語が表れる回数を、共同研究受入額に占める中小企業分の割合は内閣府「国立大学



















2.3 研究者＇教員（の業績評価は産学連携活動のインセンティブとなっているか  




























図表 2-2-2 第２期中期計画の産学連携に係る記述における「地域」出現回数と企業からの  
共同研究受入額に占める中小企業分の割合との関係  
＇注 （中期計画の産学連携に係る記述中「地域」出現回数は、図表 2-1-2 での各大学の記述中に「地
域」という卖語が表れる回数を、共同研究受入額に占める中小企業分の割合は内閣府「国立大学


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 ：空 欄 部 分 は、出 典 文 書 に関 係 する記 述 がなかったことを意 味 する。表 中 の記 述 は、出 典 文 書 での記 述 に基 づいた
ものであるため、記 述 がないからといって業 績 評 価 が行 われていないことを表 すとは限 らない。 
出 典 ：各 大 学 の「平 成 20 事 業 年 度 に係 る業 務 の実 績 に関 する報 告 書 」及 び「中 期 目 標 期 間 に係 る業 務 の実 績 に関














国 際 的 視 野 に立 ち多 様 な分 野 で専 門 性 を発 揮 して指 導 的 ・中 核 的 役 割 を果 たす人材 を養 成
する。 
大 学 院 教 育 では、世 界 水 準 の研 究 を理 解 し、これに創 造 的 知 見 を加 えて新 たな展 開 を遂
行できる創造力豊かな研究者並びに高度な専門的知識を持つ高度専門職業人を養成する。 







③ 基 本 � � －「世 界 と地 域 に開 かれた大 学 」：世 界 と地 域 に開 かれた大 学 として、自 由 と人 権 を
尊 重 し、社 会 と文 化 の繁 栄 に貢 献 するため、「門 戸 開 放 」の理 念 に基 づいて、国 内 外 から、国
籍、人種、性別、宗教等を問わず、豊かな資質を持つ学生と教育研究上の優れた能力や実績






 1907 年（明治 40 年）に、３番目の帝国大学として創立され、設立当初から専門学校、高等師範学
校の卒業生にも門戸を開き、さらに 1913 年には日本の国立大学として初めて女子の入学を許可す
るなど、「門戸開放」の理念を実践した。1949 年に学制改革に伴い新制大学へ改組、2004 年に国
立大学法人法の規定により国立大学法人へ改組した。2007 年に創立 100 周年を迎えた。 
10 学部（文・教育・法・経済・理・医・歯・薬・工・農）、16 大学院、3 専門職大学院、5 附置研究所、
10 共同教育研究施設等をそろえた総合大学である。学生数は、学部学生が 10,967 名、大学院学
生は修士・前期で 4,224 名、博士・後期で 2,657 名（2009 年５月現在）。 
                                                   
1 東 北 大 学 ウェブサイト、東 北 大 学 概 要 2009（パンフレット）、東 北 大 学 産 学 連 携 推 進 本 部 パンフレット及 び関 係




 教員は、教授 833 名、准教授 685 名、講師 148 名、助教 1067 名、助手 113 名、計 2846 名であ
り、事務・技術職員は 2900 名（2009 年 5 月現在）。 
 2008 年度決算報告書における収入は、総額 133,230 百万円、このうち割合の多い順に運営費交
付金 50,717 百万円(38.1%)、付属病院収入 27,752 百万円(20.8%)、産学連携等研究収入及び寄






し、2010 年 6 月現在では 18 のプロジェクトが動いている。センターには研究部門のほか、研究企画・
コーディネート機能をもつ開発企画部があり、シーズ・ニーズ調査、プロジェクトの企画・推進・調整、
広報等を行っている。 
 保 有 施 設 は、開 発 企 画 部 、開 発 研 究 部 （研 究 プロジェクト）、事 務 の機 能 が入 った本 館 と、主 に
「大見プロジェクト」の研究に使用されている「NICHe 未来情報産業研究館」（2001 年 11 月竣工）、
インキュベーション施設である「ハッチェリースクエア」（2002 年 9 月に開所）の３つである。 
 
(2) 産学連携推進本部（設置当初は「研究推進・知的財産本部」）の体制整備 




2003 年度に研究推進・知的財産本部が設置されて以降、主に２度の改組を経て、図表 3-1-1 に

















図 表 3-1-1 東 北 大 学 における産 学 官 連 携 に係 る体 制  (2010 年 6 月 末 現 在 ) 











































的 な体 制 整 備 と活 動 実 施 を進 めている。これまでの活 動 実 績 では、海 外 企 業 との連 携 を進 めるた
めには、法務面など海外独自の事情等により、調整に多大な労力を要するが、特にコーディネータ
の体制が十分とはいえないなどの理由により、未だ少数の契約件数にとどまっているとのことである。
産 学 連 携 担 当 部 署 では、国 際 調 整 を重 点 において進 めていくためには専 門 性 の高 いコーディネ
ータ数のさらなる充実が必要、との意見もあった。また、外国からの留学生・滞在研究者の急増、学
内研究者の国際共同研究・プロジェクトや国際学会への参加機会の急増を踏まえて、大学の有す





域 産 学 官 共 同 研 究 拠 点 整 備 事 業 」（科 学 技 術 振 興 機 構 ）による支 援 を受 けて、「東 北 先 進 医 療
研 究 開 発 連 携 拠 点 (TAMRIC)」を整 備 中 とのことである。この拠 点 は、産 学 官 連 携 の下 、医 療 ・創
薬関連企業との連携・共同研究の推進拠点となると同時に、医療・創薬に関する開発研究に求め
られる人 材 育 成 にも取 り組 むことを目 指 すものである。産 学 連 携 推 進 本 部 長 の強 いイニシアティブ
の下で設置に至ったとのことである。 これまで、TLO もインキュベーション施設も工学部に隣接し、












 第 １期 中 期 目 標 達 成 のための中 期 計 画 では、研 究 成 果 の産 業 化 を目 指 す開 発 研 究 を重 点 的 に
行うセンターや研究推進・知財本部を中心とした体制整備や NICHe との連携による技術移転等の
支 援 、知 財 活 用 の早 期 実 現 を柱 とした取 組 など、支 援 体 制 整 備 と知 財 の活 用 促 進 に係 る記 述 が
多く見られた（図表 3-1-2）。 
中期目標期間に係る業務の実績に関する文部科学省の評価結果（2009 年 3 月）によると、社会
連 携 に関 する目 標 に関 して、「研 究 推 進 ・知 的 財 産 本 部 を産 学 官 連 携 推 進 本 部 に改 組 ・拡 充 し、






年度)から平成 19 年度(2007 年度)にかけてロイヤリティ収入が大きく増えている（2,345 万円→７億
5,595 万円）」ことが挙げられた。 
 第２期中期計画では、東北大学が公表した「井上プラン 2007－東北大学アクションプラン 2009 年
度改訂版」に基づいた記述をしており、第１期計画では重点的な項目とはなっていなかった「国際的




















































































































































図 表 3-1-2 東 北 大 学 第 １期 中 期 計 画 における産 学 官 連 携 に関 する記 述  
注 ：アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 活 動 関 係 の記 述 。 


















現 状 を把 握 し、適 正 な評 価 を行 うことによって、大 学 としての社 会 的 説 明 責 任 を果 たし、あわせて
大学運営の改善や教育研究活動の活性化のための指標とする」ことを目的として実施されている。
2006 年 度 に全 学 的 なガイドラインを作 成 し、各 部 局 がそのガイドラインに従 って、それぞれの理 念
や目標を持って評価を実施することとなっている。2007 年度には 28 部局中 24 部局が教員個人評
価を行い、その後継続的に評価を実施している。 
全 学 的 なガイドラインのポイントは以 下 に示 すとおりであり、具 体 的 な評 価 項 目 の作 成 や各 領















・ 各部局がそれぞれの理 念や目標に基 づいて責 任をもって行うこと。評価結果の利用方法に
ついても同様。 
                                                   
2 「教 員 個 人 評 価 のあり方 について」（東 北 大 学 ） 2006 年 6 月 （2007 年 1 月 一 部 改 正 、2007 年 7 月 一 部 改 正 ）
を参 照 。  http://www.bureau.tohoku.ac.jp/hyoka/08/kyoinhyoka.html 
3東 北 大 学 では、2004 年 度 に構 築 し 2005 年 度 以 降 研 究 者 がデータベースに入 力 することにより、自 動 的 に科 学 技
術 振 興 機 構 の研 究 者 データベースが作 成 されるシステムとなっている。 
図 表 3-1-3 東 北 大 学 第 ２期 中 期 計 画 における産 学 官 連 携 に関 する記 述  
注 ：アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 活 動 関 係 の記 述 。 









・ 具 体 的 なインセンティブの例は、採 用 ・昇 任 、給 与 査 定 （昇 給 制 度 、勤 勉 手 当 ）、サバティカ







ている。なお、全 学 的 にひな型 として示 されている「教 員 自 己 評 価 申 告 シート（案 ）」では、「産 学 連
携」は、「研究」領域のその他特記すべき事項と位置づけられている（図表 3-1-4）。これは、産学連
携活動の活発さが部局によって相当異なることを反映したものと思われる。 
評 価 結 果 の反 映 については、基 本 方 針 では、教 員 の諸 活 動 へのインセンティブに働 く制 度 の構
築 を目 指 しており、種 々の反 映 方 法 の想 定 が示 されているが、現 在 のところ、各 部 局 では現 在 教 員
の勤勉手当や昇給の判定の参考としているとのことである。 
  
また、上 記 の個 人 評 価 とは別 の仕 組 みとして、その専 門 分 野 において教 育 、研 究 、社 会 貢 献 等
の面で極めて高い業績を有し、かつ、先導的な役割を担う教授を「ディスティングイッシュトプロフェッ
サー」として位置づけ、特別手当（月額 10 万円）を支給する制度を 2008 年から実施している。2008
年４月に２５名、８月に５名に対して任期３年間で発令し、合わせて 30 名となっている。任期中は、大
学の入学式やサイエンスカフェ等における各種イベント等への協力が依頼される予定となっている。
産 学 連 携 の現 場 からみると、選 ばれた顔 ぶれは、結 果 的 にはそのうちの多 くが産 学 官 連 携 活 動 の
活発な研究者であるとのことである。 
 













































その他 特記すべき事項（全学的プロジェクト、ワーキンググループなど特に繁忙または困難な業務、出産・育児・介護等）の自由な記述。（300 字以内）  




































































（注 ）1.  平 成 ２０年 度 実 績 についての評 価 を基 本 とする。 
 2. 評 価 に際 して、各 区 分 でⅠ、Ⅱを５０％，Ⅲを５０％として評 価 し，ⅠⅡ５０％のうちⅠを１５％，Ⅱを３５％
で按 分 する。Ⅱ・Ⅲは絶 対 評 価 の４段 階 評 価 （Ｓ＝特 に良 い，Ａ＝良 い，Ｂ＝普 通 ，Ｃ＝改 善 が必 要 ）と
するが,おおむねＳは全 体 の２０％，Ａは全 体 の３０％，ＢとＣは合 算 して全 体 の５０％程 度 とする。 











額の推移を見ると（図表 3-1-6 ②）、2005 年度以降全体として着実に増加しており、図表 3-1-6 
③に示すように、件数も同様に増加している。直近の 2009 年度でも景気悪化にもかかわらず、企業
との契約件数、受入額とも増加していることは注目に値する。 
2008 年度の共同研究・受託研究による企業からの受入額 2,667 百万円は、同年度決算の産学
連携等収入及び寄附金等 22,684 百万円に対して 11.8%に相当する。なお、同年度の科学研究費
補助金は 11,252 百万円（間接経費含む）を受け入れており、これは共同研究・受託研究による企
業からの受入額の 4.2 倍にあたる。 
共同研究・受託研究による企業からの受入額のうち県内企業の割合は、2006 年度を除いて各年



























① 特許等に係るライセンス収入  





























































国 際 連 携 部 と並 列 で、事 務 組 織 である研 究 協 力 部 産 学 連 携 課 を位 置 づけ、その中 に産 学 連 携 の
ワンストップサービス窓口であるリエゾン室を設置する、という独自のスタイルとなっている。要するに、











②共 同 研 究 ・受 託 研 究 ・学 術 指 導 による企 業 からの受 入 額  ③企 業 との共 同 研 究 ・受 託 研 究 の契 約 件 数  
④共 同 ・受 託 研 究 の国 内 企 業 からの受 入 額 における県 内
／県 外 の割 合  
⑤発 明 届 出 数 と出 願 件 数  






準 の研 究 成 果 の創 出 と国 内 外 への発 信 を図 ってきた。産 学 官 連 携 においても学 内 に支 援 体 制 を
整備し、卓越した研究者の研究シーズを活用し、共同研究の実施やロイヤリティ収入など着実に実
績 を上 げてきている。国 内 だけでなく、国 際 的 な産 学 官 連 携 についても専 門 の支 援 部 署 を設 置 し、
精力的に新たな契約の締結につなげるための取組を行ってきている。 




めには、東 北 大 学 での卓 越 した研 究 者 や研 究 内 容 を礎 にし、成 果 を重 視 した一 層 の工 夫 も望 まれ
る。地 域 的 視 点 での連 携 については、新 規 立 地 の誘 致 も促 進 するとの計 画 となっているが、地 域 の
情 勢 に鑑 みつつ、今 後 どのような手 法 で地 域 における連 携 を発 展 させるのか、といった実 施 手 法 と
体制が鍵となるだろう。 
産 学 官 連 携 の支 援 体 制 については、教 員 、事 務 職 員 や専 門 的 職 員 が一 体 となって機 能 を果 た
すことが期 待 される組 織 構 成 になっているが、職 種 の異 なる各 人 がそれぞれインセンティブをもって
任務を果たせるように努める必要があるだろう。 
一 方 、東 北 大 学 では、業 績 評 価 の項 目 でみると、教 員 （研 究 者 ）個 人 や部 局 に対 して産 学 官 連
携を行うことを全学的には求めてはおらず、それ自身が産学官連携のインセンティブ付与にはなって






























 1897 年（明治 30 年）に日本で２番目の帝国大学として創立、1949 年に新制大学へ改組、2004
年に国立大学法人化された。 
 10 学部、17 の大学院研究科と専門職大学院、加えて国内随一の多様性を誇る 13 の研究所、29
の教育研究施設等を有する、大規模な総合大学である。学生数は、学部で約 13,400 名、大学院
で 9,319 名(2009 年 5 月現在)。 
 教員は、教授 1,015 名、准教授 758 名、講師 154 名、助教 928 名、助手 10 名で計 2,865 名で
あり、事務・技術職員等は 2,533 名(2009 年 5 月現在)。 
 2008 年度決算報告書における収入は、総額 148,212 百万円、このうち割合の多い順に運営費交
付金 60,868 百万円（41.1%）、産学連携等研究収入及び寄附金収入等 29,211 百万円（19.7%）、




                                                   
4 京 都 大 学 ウェブサイト、京 都 大 学 概 要  2009（パンフレット）及 び関 係 者 へのインタビュー結 果 に基 づき記 述 した。













①包 括 的 共 同 研 究 � 大 学 の複 数 研 究 者 と複 数 異 業 種 あるいは１企 業 との間 で実 施 する大 型 の
産学共同研究である。実施にあたっては、特定の包括的テーマのもとに研究テーマを学内公募
して具 体 的 なテーマ設 定 を行う。例 えば「有 機 系 エレクトロニクス・デバイス開 発 に関する包 括 的
産学融合アライアンス」（2002-2006 年度）では NTT、パイオニア、日立製作所、三菱化学及び
ロームとの共同研究を実施した。 
②フリーディスカッション産 学 連 携 � 企 業 側 の出 席 者 数 名 と関 連 分 野 の大 学 側 研 究 者 数 名 が、
企 業 から提 案 された問題 に関 するフリーディスカッションを行い、産 学 間 の知 的 交 流 を図る産学
連 携 活 動 である。テーマは当 該 企 業 の将 来 的 な方 向 性 、特 定 技 術 の改 善 策 や新 規 用 途 、産
学 連 携 のテーマそのものなど多 様 である。企 業 の問 題 意 識 に合 わせ、なるべく異 分 野 、異 部 局
の研究者に参加させるよう工夫がされている。 
 センターは、2007 年度の大幅な産学官連携体制の改組に伴い廃止され、その機能は「産官学連








学内では幾度もの組織内の改革の後、2007 年及び 2010 年 4 月に大きな改組を行い、現在の
「産官学連携本部」となっている（図表 3-2-1）。本部は、①産官学連携推進室、②知的財産室、③





 産 学 官 連 携 担 当 部 署 としては、各 研 究 者 ベースの個 別 の共 同 研 究 に対 してはそれほど多 くの関
与 をしておらず、プロパガンダ的 な役 割 を担 うことが学 内 で求 められているとのことである。松 本 総 長
のイニシアティブで、東 京 における京 都 大 学 のプレゼンスを高 める、情 報 の発 信 とする等 のために


















学 を交 えた「学 学 産 連 携 」（あるいは「産 学 学 連 携 」）となっていることである。「学 学 産 連 携 」を推 進
する背 景 は、学 術 分 野 における京 都 大 学 の高 い評 価 を踏 まえ、また研 究 者 ・学 生 交 流 等 を通 じて
培ってきた人的ネットワーク等を最大限に活用した全学的活動として国際産官学連携を捉えている
ことと、現 地 の商 習 慣 ・法 体 系 等 を熟 知 した信 頼 できるパートナーが必 要 との考 えに基 づいているこ







図 表 3-2-1 京 都 大 学  産 官 学 連 携 本 部 の組 織  





 第 １期 中 期 目 標 期 間 の中 期 計 画 では、研 究 実 施 体 制 等 、社 会 との連 携 及 び財 務 内 容 の改 善 と
いった各目標に対して知的財産の活用の体制整備や産学官連携の推進など広範囲に記述が見ら
れた（図表 3-2-2）。 
文部科学省による中期目標期間に係る業務の実績評価の結果（2009 年 3 月）では、産学官連
携に関係する実績について、優れた点や特色ある点などの特記事項は見あたらなかった。 
 第 ２期 中 期 計 画 では、国 内 外 との先 端 的 共 同 研 究 を推 進 することのほか、産 官 学 共 同 研 究 の推
進 にあたって研 究 シーズの積 極 的 な発 信 及 び共 同 研 究 等 の受 け入 れシステムを改 善 すること、戦
略 的 な知 財 化 と技 術 移 転 機 関 等 も活 用 した効 果 的 な普 及 といった産 学 官 連 携 活 動 全 般 にわたる
記 述 がある。また、グローバルな組 織 間 ネットワークの構 築 や連 携 活 動 のハブとなる海 外 拠 点 の整

























































































注 ： アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 関 係 の記 述 。 





































































 京都大学では、2007 年 12 月に「教員評価の実施に関する規程」を制定し、「京都大学における教
育研究活動の一層の進展に資するため実施する点検・評価のうち教員活動に関する点検・評価」と
して、教員評価の実施を位置づけている。 
規 程 では、教 員 評 価 は、教 授 のみを対 象 とし、３年 毎 に基 準 日 から３年 間 における「教 育 」、「研
究 」、「診 療 」、「教 育 研 究 支 援 」、「組 織 運 営 」及 び「学 外 活 動 ・社 会 貢 献 」の活 動 を対 象 とすること
としている。評価の実施にあたっては、部局毎で、各活動のうちから評価項目及び細目を定め、また
必要に応じて評価に係る重点項目を設定して、それら項目について各教員から自己評価書の提出
図 表 3-2-3  京 都 大 学 第 2 期 中 期 計 画 における産 学 官 連 携 に関 する記 述  
注 ：アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 関 係 の記 述 。 





規 程 に基 づき、各部 局 等 において評価 システムを整 備 し、2008 年 度 には第１回の大学 全 体 とし
ての教員（教授のみ対象）評価を実施し、その評価結果を「京都大学第１回教員活動状況報告書」
にとりまとめ、ウェブサイトで公開している。図表 3-2-4 に、その記述項目を示す。 
「京都大学第１回教員活動状況報告書」は、各部局長が教員の活動の評価を行い、その結果を
各 教 員 に伝 達 するとともに「部 局 の教 員 活 動 状 況 報 告 」をとりまとめて総 長 に提 出 したものについて、
教員活動評価委員会等で、研究科・研究所・センターといった部門毎に各項目の記述を取りまとめ








教 員 活 動 の評 価 における産 学 官 連 携 活 動 の扱 いについては、部 局 毎 で評 価 項 目 を定 めるので
その扱いは一 律ではないが、「京都大学第１回教員活動状況報告書」では、「6.学外・社 会貢献活
動」中「社会への還元・啓蒙活動」で関係する記述があり、例えば「研究科」セクターの項目では「民



















































件数でも 2005 年度から 2008 年度で 1.5 倍以上になっており（図表 3-2-5 ①）、企業から直接の受




見ると、2008 年度、2009 年度とも共同研究・受託研究合わせて９件の契約で推移している。 
 2008 年度の京都大学の企業との共同研究・受託研究での受入額 3,077 百万円は、同度決算の




 特 許 に関 しては、発 明 届 出 数 は減 少 傾 向 にあり、国 内 出 願 も減 少 しているが、外 国 出 願 は増 加
傾向にある（図表 3-2-5 ③）。ライセンス収入は、特許、マテリアルとも顕著に増加しており、2008 年
度では併せて約１億円になっている。また、2009 年度でも特許については収入が引き続き増加して
いる（図表 3-2-5 ④）。 
 経費面では、2008 年度の関係経費総支出 518 百万円の中で、特許出願経費が最も多く、次が
                                                   
5 「平 成 ２０事 業 年 度 財 務 諸 表 （国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 ）」49 ページより。 




規 程 に基 づき、各部 局 等 において評価 システムを整 備 し、2008 年 度 には第１回の大学 全 体 とし
ての教員（教授のみ対象）評価を実施し、その評価結果を「京都大学第１回教員活動状況報告書」
にとりまとめ、ウェブサイトで公開している。図表 3-2-4 に、その記述項目を示す。 
「京都大学第１回教員活動状況報告書」は、各部局長が教員の活動の評価を行い、その結果を
各 教 員 に伝 達 するとともに「部 局 の教 員 活 動 状 況 報 告 」をとりまとめて総 長 に提 出 したものについて、
教員活動評価委員会等で、研究科・研究所・センターといった部門毎に各項目の記述を取りまとめ








教 員 活 動 の評 価 における産 学 官 連 携 活 動 の扱 いについては、部 局 毎 で評 価 項 目 を定 めるので
その扱いは一 律ではないが、「京都大学第１回教員活動状況報告書」では、「6.学外・社 会貢献活
動」中「社会への還元・啓蒙活動」で関係する記述があり、例えば「研究科」セクターの項目では「民










































































































図 表 3-2-5 京 都 大 学 の産 学 連 携 活 動 に関 係 するデータ 
① 企 業 との共 同 研 究 ・受 託 研 究 の契 約 件 数  ② 共 同 研 究 ・受 託 研 究 による企 業 からの受 入 額  
③ 発 明 届 出 数 と出 願 件 数  ④ ライセンス収 入  







 京 都 大 学 の産 官 学 連 携 ポリシーとしては「学 問 の源 流 を支 える基 礎 研 究 を重 視 し、その基 盤 のも
とに先 端 的 ・独 創 的 な研 究 を推 進 し、世 界 最 高 水 準 の研 究 拠 点 としての機 能 を高 め、卓 越 した知
の創 造 を図 るとともに、産 官 学 連 携 研 究 を通 してイノベーションの創 出 と社 会 貢 献 を積 極 的 に推 進
する。」こととしている。また「柔軟かつ迅速な一貫性のある運営のもとに産官学共同研究、技術移転










一 方 、各 教 員 （研 究 者 ）にとっての産 学 官 連 携 に関 するインセンティブ付 与 の手 段 の一 つとして
業績評価を捉えたときに、京都大学では業績評価の結果は本人に伝えられるのみで処遇等には反
映されていないため、現段階では教員（研究者）の産学官連携活動へのインセンティブ付与の手段
とはなっていない状 況 といえる。組 織 の資 金 面 では、企 業 からの研 究 資 金 受 入 は、国 から受 け入 れ
る研究費と比べてもさほど大きな割合を占めず、ライセンス収入は増加しているが同時に出願件数も















                                                   







 長岡技術科学大学は、1976 年（昭和 51 年）に、大学院に重点をおいた工学系の新構想大学とし




能 力 を備 え、人 間 性 や国 際 性 に富 んだ指 導 的 技 術 者 の育 成 を目 標 とするとともに、研 究 面 では、
社 会 構 造 の変 化 に対 応 した高 度 な実 践 的 研 究 を展 開 し、技 術 科 学 による問 題 解 決 や新 たな価 値
の創造を目標としている。さらに、産学共同による教育研究の推進など広く社会との連携協力を図る
ことも、開学時からの一貫した目標となっている。 





成される。学部では主として高等専門学校卒業生を第 3 学年に受け入れているため、学生数 1192
名のうち 3,4 年生で約 1000 名を占める（2009 年 5 月 1 日現在）。学部卒業後の修士進学率は約 8
～9 割で、工学修士の授与数を見ると、全国の国立大学の中で１３番目に多くの工学修士 5581 名
を輩出しているとのことである（2001 年 7 月～2007 年 3 月）。 
職員は、学長、理事（3 名）、監事（2 名）の他、教員は、教授 74 名、准教授 79 名、講師 3 名、
助教 60 名、助手 3 名で計 219 名、事務局職員 132 名といった構成となっている（2009 年 10 月 1
日現在）。 
 2008 年度決算報告書における収入は、総額 7,666 百万円、このうち割合の多い順に運営費交付
金 3,890 百万円（50.7％）、授業料、入学金及び検定料収入 1,397 百万円（18.2％）、産学連携等






教育カリキュラムにおいても学部 4 学年後半に約 5 ヶ月間、企業、官庁、公団等の現場で実務を
行 う、「実 務 訓 練 （インターンシップ）」の履 修 を義 務 付 ける、という特 徴 的 な教 育 を実 践 してきた。社
会との密接な接触を通じて指導的技術者として必要な人間性を育み、実践的技術感覚を体得させ
ることを目的としている。これは、2003～2006 年度には文部科学省の「特色ある大学教育支援プロ
グラム（特色 GP）」にも選定されている。学生の派遣実績は、２００９年度で実施機関数 245 機関、訓
練生数は 364 名となっており、そのうち 46 名（29 機関）が海外に派遣されている。 
                                                   
7 長 岡 技 術 科 学 大 学 ウェブサイト、長 岡 技 術 科 学 大 学 概 要 （平 成 21 年 度 ）パンフレット及 び関 係 者 へのインタビュ











始 した。産 学 一 体 となった先 端 技 術 の開 発 と人 材 育 成 を目 的 とした学 内 共 同 施 設 「技 術 開 発 セン
ター」を設置し、「技術開発センタープロジェクト」を実施する（1982 年 4 月開始）、というものである。
センター内に共同利用スペースを有し、パイロットプラントのような比較的規模の大きな実験にも対応
できるようになっている。企 業 と教 員 との間 のコーディネートを行 い、共 同 技 術 開 発 の推 進 、学 内 外




興 会 に寄 附 する形 をとっていたが、2007 年 度 以 降 の新 規 契 約 については企 業 等 との共 同 研 究 に
準じ、大学へ直接入金している。 
「技 術 開 発 センタープロジェクト」は、教 員 がプロジェクトリーダーとして、テーマを企 業 側 と事 前 に
調整し、産学からの研究者や大学院生がセンター内の研究室等で協働して、さまざまな知見を試作
品などで具現化し、明確なアウトプットを目指し、大学院生の問題解決能力を養成することを目指す。
経費 はプロジェクト参 画企 業等 が全額負 担し、５００万円 以上 で期 間は３年間（延長 可能）との条件
を課したプロジェクトとなっている。2010 年 4 月現在で 16 のプロジェクトが実施中である。 
 
(3) 全学的な産学官連携体制の整備 
 2002 年 4 月には、長岡技術科学大学テクノインキュベーションセンター（NTIC）が設立され、その




神 を全 面 に打 ち出 して活 動 が行 われている。なお、NTIC の設 置 に至 った経 緯 としては、当 時 の技
術 開 発 センター長 が、プロジェクト実 施 に至 らないような、企 業 からの技 術 相 談 にも対 応 する専 門 の
体制として、テクノインキュベーションセンターの設置を相当熱心に進めたことにあるとのことだ。 
NTIC の具体的な任務は、１）技術シーズの地域社会や産業界等への還元、２）企業における新
技 術 開 発 の促 進 や新 産 業 の創 生 、３）学 外 からの技 術 相 談 に応 える管 理 業 務 や産 学 共 同 研 究 の
発掘業務、４）起業家教育と学内ベンチャー支援を行うこと、となっている。 
実 際 の活 動 の多 くの時 間 は、企 業 からの技 術 相 談 への対 応 に割 かれており、リエゾンマネージャ
ー等 が相 談 内 容 を見 極 めた上 で、具 体 的 な相 談 の内 容 に対 応 可 能 な教 員 に引 き合 わせる。技 術











スーパー地 域 産 学 官 連 携 本 部 を設 置 し、事 業 を展 開 してきた。第 ２期 中 期 計 画 でも、全 国 の高 等

































 次に、2010 年度から開始される第２期の中期目標・中期計画を見ると（図表 3-3-3）、企業との共
図 表 3-3-1 長 岡 技 術 科 学 大 学 における産 学 連 携 に係 る体 制  



















































































注 ： アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 活 動 関 係 の記 述 。 
出 典 ：「中 期 目 標 ・中 期 計 画 一 覧 表 （国 立 大 学 法 人 長 岡 技 術 科 学 大 学 ）」（2004 年 6 月 ）より抜 粋 して作 成 。 
































































図 表 3-3-3 長 岡 技 術 科 学 大 学 第 ２期 中 期 計 画 における産 学 官 連 携 に関 する記 述  
注 ：アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 活 動 関 係 の記 述 。 















 評価軸は、図表 3-3-4 のとおり、教育、研究、組織運営、社会貢献の４領域に区分し、各区分で
評 価 項 目 を設 定 し、各 項 目 とも評 価 点 の形 式 で数 値 化 している。評 価 の実 施 は、教 員 自 らが個 人
データベースに入 力 し、自 己 点 検 ・評 価 を行 い、その内 容 を各 系 長 やセンター長 が検 証 し、評 価 を










たように段 階 別 に評 価 点 が加 点 されることとなっている。また、「社 会 貢 献 」関 係 では、「社 会 人 教 育













                                                   
8 国 立 大 学 法 人 評 価 委 員 会 、2009 年 3 月 、「国 立 大 学 法 人 長 岡 技 術 科 学 大 学 の中 期 目 標 期 間 に係 る業 務 の
















                                                奨学寄付金、特許料等収入


























共同研究による企業からの受入額は 2007 年度以前と同等の規模となっている。 
2008 年度で、共同研究・受託研究での企業からの受入額 371 百万円は、同年度決算の産学連









注 ：アンダーラインは、評 価 指 標 のうち産 学 官 連 携 活 動 関 係 の抽 出 部 分 。 


























































つ、主 に全 国 の企 業 からの技 術 相 談 等 に対 応 しているとのことである9。リエゾンマネージャー等 は、
直前まで大学教員や企業での研究開発担当を勤めるなど各研究分野に造形が深い人材が多い。
そのため、企 業 から最 初 に相 談 があった時 にその相 談 がさほど専 門 的 でない内 容 であれば、リエゾ
ンマネージャー等 自 身 が対 応 することも多 いとのことである。企 業 との対 応 を中 心 にした当 該 センタ
                                                   
9 2010 年 4 月 からは人 員 体 制 が変 わり、非 常 勤 のリエゾンマネージャー等 は５人 から３人 となり、国 の別 途 の事 業 費 により常 勤
の産 学 官 連 携 コーディネータが新 たに２名 配 属 されている。 
③ 発 明 届 出 ・特 許 出 願 件 数  ② 共 同 研 究 と受 託 研 究 による企 業 からの受 入 額  
出 典 （①～③）：長 岡 技 術 科 学 大 学 提 供 資 料 を基 に作 成 。 
図 表 3-3-5 長 岡 技 術 科 学 大 学 の産 学 連 携 活 動 の関 連 データ 
注 ：技 術 開 発 センタープロジェクトについては、企 業 から（財 ）長 岡 技 術 科 学 大 学 技 術 開 発 教 育 研 究 振 興
会 への寄 附 金 と大 学 の直 接 受 入 額 の総 額 を集 計 。 
注 ：共 同 研 究 には、技 術 開 発 センタープロジェクトによる受 入 額 を含 む。 




ーの業 務 はサービス精 神 をモットーとし、リエゾンマネージャー等 のボランティア精 神 の旺 盛 さがその
業 務 の遂 行 に大 きく寄 与 しているとのことである。さらにいえば、非 常 勤 ５名 が毎 日 入 れ替 わり制 で
日々の業務がこなせるのは、そういったボランティア精神と専門性及び使命感を合わせ持っているか
らこそ、といえるかもしれない。 
一 方 で、技 術 相 談 では課 金 しておらず、それが共 同 研 究 等 に発 展 しない限 り収 入 には結 びつか
ない。特に中小企業では経費がかかるとなると尻込みする場合も多く、特に 2008 年の経済危機後
にその傾 向 が顕 著 になったとのことである。研 究 者 から見 ると、直 接 企 業 から相 談 があるのに加 えて
センター経 由 での技 術 相 談 も多 く、研 究 者 の負 担 が増 加 する側 面 もある。産 学 官 連 携 担 当 部 署 と












るテクノインキュベーションセンターを設 置 している。産 学 官 連 携 の現 場 からみると、全 国 の企 業 から
の相談に分け隔て無く対応しており、中小企業も含めて多くの企業から高い評価を得ているとのこと
である。また、教 員 評 価 の評 価 項 目 にも社 会 貢 献 活 動 として「技 術 相 談 」の対 応 件 数 が含 まれてい
ることからも、大学が教員に求めている任務であり、一方で各教員には一定負担があることもうかがわ
れる。 
 一 方 現 状 では、技 術 相 談 の実 績 などが、共 同 研 究 等 の企 業 との連 携 にどのように効 果 的 につな

























研究科が開設された。2008 年度にはマネジメント学部が追加され、また 2009 年度の公立大学法人
化に際して工学部を再編し、システム工学群、環境理工学群、情報学群と３つの学群で構成される。
また、研究機構として、1999 年 10 月に総合研究所が設立され、2000 年 4 月に企業との連携研究
を行うための連携研究センターが開所、2006 年 8 月に社会マネジメント研究所、2008 年 4 月にはナ
ノデバイス研 究 所 が開 所 した。2009 年 度 の公 立 大 学 法 人 化 に伴 い、地 域 連 携 研 究 機 構 が設 置
（連携研究センターを吸収）された。 
学生は、入学定員は工学系３学群合わせて 360 名、マネジメント学部で 100 名。2010 年 5 月現
在 1,861 人の学部生が在籍している。大学院は修士課程と博士後期課程があり、2009 年度の学位
授与者数は、それぞれ 159 人と 21 人となっている。 
教員構成は、2010 年 5 月時点で、常勤で教授 71 人、准教授 33 人、講師 14 人、教育講師 12
人、助教 21 人、助手 11 人となっている（計 162 人）。職員は 81 人である。 
 2008 年度決算報告書における消費収入は、総額 4,241 百万円、このうち割合の多い順に学生生




高 知 県 は、県 別 の産 業 指 標 で見 ると製 造 業 全 体 で出 荷 額 、付 加 価 値 額 、事 業 所 の従 業 員 数 と
も全国でも最下位クラスに甘んじてきた。その中で高知県はそれを打開すべく、1997 年に公設民営
で高 知 工 科 大 学 を創 設 し、これに隣 接 して「高 知 テクノパーク」を開 発 し、進 出 企 業 の初 期 投 資 軽
                                                   
10 高 知 工 科 大 学 ウェブサイト、「平 成 22 年 度 高 知 工 科 大 学 概 要 」（パンフレット）、「地 域 連 携 機 構 」（パンフレット）、










1999 年 10 月に「総合研究所」が設置された際には、当該研究所は、国内外の大学、企業、研究
機 関 等 との連 携 による先 導 的 プロジェクトやナショナルプロジェクト等 を行 う「場 」と位 置 づけられ、産
学連携による研究が実施できるように環境を整えていた。 
2009 年度からの公立大学法人化にあたり大幅な改組を行った結果、産学連携や地域貢献に強
い結 びつきのあるものは新 たに設 置 する地 域 連 携 機 構 にその役 割 を譲 ることとして、学 術 研 究 の領
域で世界最先端を競うことをその使命として再定義された。これに伴い、それまでに所内に設置され





機 構 」を開 設 した。当 該 機 構 は、従 来 の工 学 をベースとする産 学 連 携 の枠 組 みを進 化 させ、マネジ
メントという社会科学の手法を導入して地域社会への貢献を目指すものである。２０世紀型社会では




 当 該 機 構 は、地 域 の経 済 活 性 化 や、安 全 ・安 心 な社 会 の構 築 に資 する工 学 分 野 の先 端 研 究 を
行 う複 数 の研 究 室 から構 成 される「連 携 研 究 センター」と、地 域 活 性 化 の鍵 を握 るマネジメント分 野
のシンクタンク的役割を期待した「地域連携センター」の２組織が有機的に結びついた、他に例のな
い組織となっている。 
連 携 研 究 センターは、これまで総 合 研 究 所 にあった研 究 センターの中 から、特 に地 域 との関 わり
が深い研究室を連携研究センターの下に配し、従来よりもさらに地域との連携を重視した研究開発
を推進することを目指す。構成される研究室は、地域 ITS 社会研究室、地域情報化サイクル研究室、
知 的 認 証 システム開 発 研 究 室 、バイオカーボン開 発 研 究 室 、ものづくり先 端 技 術 研 究 室 といった５
つの研究室に加え、2010 年度から新たに設置された補完薬用資源学研究室である。 
 地域連携センターは、2004 年度から実施していた「21 世紀 COE」事業で研究の中核的拠点形成















連携に係る業務が全て 2003 年に新たに設置された「研究協力部」に移管した。2005 年には連携研
究センターに係る業務や地域活性化プロジェクトの担当部局は別途「連携事業推進部」として分離




































































































学 長 が、学 長 任 期 の最 初 の年 に評 価 の具 体 的 な方 法 を提 案 し、教 員 評 価 委 員 会 （学 長 、副 学
長、研究科長等）の議を経て決定することとなっている。評価の実施は教員評価委員会で行うことと
なっている。評 価 の対 象 者 は、専 任 の教 授 、准 教 授 及 び講 師 であって、各 研 究 所 （地 域 連 携 機 構
を含 む）に所 属 する教 員 等 は除 外 されている。評 価 項 目 は、教 育 、研 究 、社 会 的 貢 献 及 び大 学 へ
の直 接 ・間 接 の貢 献 といった４つの評 価 軸 で構 成 される。各 項 目 に対 して、数 値 化 された質 (A)、種
別(X)、量(N)を組み合わせて計算された評価点で数値化する（図表 3-4-3）。 




                                                   
11 高 知 工 科 大 学 ウェブサイトを参 照 ： http://www.kochi-tech.ac.jp/kut_J/university/kyouinhyouka.html 
12 「人 事 制 度 と教 員 評 価 システム」、坂 本 明 雄 ら、高 知 工 科 大 学 紀 要 （31.Mar.2004）、1(1) pp42-51 を参 照 ：
http://kutarr.l ib.kochi-tech.ac.jp/dspace/bitstream/10173/90/1/42-51.pdf 
 
図 表 3-4-2 高 知 工 科 大 学 第 １期 中 期 計 画 （2009 年 4 月 ～2015 年 3 月 ）における産 学 連 携 に関 する記 述  
注 ：アンダーライン部 分 は、研 究 に係 る産 学 官 連 携 関 係 の記 述 。 







の他 研 究 費 」で受 入 れ金 額 、オーバーヘッド受 入 れ金 額 といった内 容 を対 象 としている。産 学 官 連
携活動は、教員の評価項目全体に対してその扱いはさほど大きいとはいえない。評価実施側からみ
ると、産 学 官 連 携 活 動 は、あくまで研 究 活 動 を進 める上 での一 つの手 法 であり、優 れた研 究 が行 わ
れていればその過程で必要であれば産学官連携が行われる、という側面もあるとのことである。 
 
        図 表 3-4-3 高 知 工 科 大 学 における教 員 評 価 の評 価 項 目 等 (2009 年 度 ) 
評価軸 評価項目 評価の考慮事項




























 外部研究資金の受入で見ると、共同・受託研究・奨学金の総受入額 2004～2008 年度の推移で
は、共同研究、受託研究、奨学寄付金を個別でみると年度によって額の大きな変動があるが、総額
で見 ると増 加 傾 向 にある。なお、間 接 経 費 は、事 務 局 と学 群 で半 額 ずつ受 け取 ることとなっている。
総 合 研 究 所 や地 域 連 携 機 構 では、レンタルラボ的 な発 想 で間 接 経 費 の半 分 を研 究 所 内 の室 料 と
研究者の人件費の一部に充て、残りの半分を事務局と学群で分け合っているとのことである。 




一 方 、共 同 研 究 ・受 託 研 究 による企 業 からの受 入 額 の推 移 をみると、年 度 によって変 動 が大 きく、
増 加 傾 向 にあるという状 況 にもない。年 度 によって特 定 の大 口 の契 約 があると一 時 的 に多 額 になっ
ていることが背景にあると見られる（図表 3-4-4 ②）。従って、安定的な資金受入という観点からみる
と、企業からの資金受入のみでは増減が相当激しいが、国等の外部研究資金受入で全体として資
金 確 保 がなされているようである（図 表 3-4-4 ①）。また、共 同 研 究 ・受 託 研 究 による企 業 からの受
入額のうち県内企業分を見ると、年度によって増減はあるが１千万円以内にとどまり、主には中小企
業からの受託研究によるものとなっている。 





39 件（うち共同出願は 16 件）である（2009 年度では 28 件、うち共同出願 8 件）。まだ大学が設置さ
れてから期間が短いことから、特許関連の収入は少額（2008 年度約 25 万円、2009 年度は 0 万円）
にとどまっている。研究者によっては、組立型産業に関係する工学分野では特許は１件単独で使用
































図 表 3-4-4 高 知 工 科 大 学 の産 学 連 携 活 動 に関 係 するデータ
②共 同 研 究 ・受 託 研 究 による企 業 からの受 入 額  
出 典 （①、②とも）：高 知 工 科 大 学 提 供 資
料 を基 に作 成  








努 めてきたとのことである。主 に研 究 助 成 申 請 のコーディネートを行 う研 究 プロモーションアドバイザ
ーは配置されているが、シーズとニーズのマッチングをするようないわゆるコーディネータは配置されて
いない。 
開 学 当 初 、企 業 出 身 の研 究 者 を多 く教 授 陣 に迎 え、一 時 は教 授 のうち３割 以 上 が企 業 出 身 者
だったが、最 近 は特 に企 業 出 身 者 を優 先 的 に採 用 しているわけではないとのことである。企 業 出 身
の研 究 者 は、とりわけ企 業 との連 携 に関 する土 地 勘 やノウハウを自 然 と身 につけていること、以 前 か





に追 求 し、世界 一 流 の大 学 を目 指 す」との基 本 方 針 でプレゼンスを高める努力 をする一 方 で、地 域
での産業構造やおかれる環境等を踏まえ、独自の方法で、地域活性化、地域社会への貢献に向け
て取り組んでいる。 
例 えば高 知 工 科 大 学 の所 在 する地 域 では従 来 型 の製 造 業 の集 積 は少 ないため、それらとの連
携 のみに終 始 していたのでは飛 躍 的 な地 域 の発 展 は見 込 めない。工 学 の先 端 的 成 果 を基 礎 に置



















 近畿大学は、大阪専門学校（1925 年(大正 14 年)創立）と大阪理工科大学（1943 年(昭和 18 年)
創立）を母体として、1949 年（昭和２４年）に新学制により設立された。創設者の世耕弘一氏は、近
畿 大 学 創 設 に向 けて「医 学 部 を含 む理 系 文 系 学 部 を多 彩 にあわせ持 ち、多 くの学 生 が自 由 闊 達
に学ぶ「総合大学」と「大衆大学」としての気風」の理想像を描き、「実学教育」と「人格の陶冶」を建
学の精神とした。 
また近 畿 大 学 設 立 前 に、世 耕 氏 は、敗 戦 直 後 の日 本 で食 料 不 足 が深 刻 であり、全 国 の漁 港 で
漁獲高が大幅に落ち込むのを見て、「海を耕し、海産物を生産しなければ日本の未来はない。」とし
て、海をひとつのいけすと捉え「海の畑」をつくるとの理念の下、栽培漁業を唱えて実行に移したのが、





 近畿大学は、12 学部 48 学科、法科大学院と全ての学問分野で構成される大学院 11 研究科を
有し、20 の研究所等、2 つの短大、併設学校 18 校園、加えて総合病院を３カ所に設置する、我が
国でも有数の私立総合大学となっている。また、2011 年 4 月には 13 番目の学部として建築学部を
設置する。 
 学生数は、大学学部は 31,189 名、大学院は 1,316 名、教職員数は、専任教員 2,320 名、非常勤










ルを養 殖 施 設 内 で完 結 させる養殖 実 現 に向 け研 究 に着手 した。だが、生 態 もよく知られておらずデ
リケートな魚であることから、その実現に向けて相当の困難を越え、32 年もの歳月を経て 2002 年 6
月 に成 功 にいたった。成 功 に至 るまで長 期 間 にわたったため、国からも大 学 本 部 からも継 続 的 に研
究 資 金 を得 ることは不 可 能 であった。そのため、水 産 研 究 所 の研 究 者 たちが自 ら、それまでに養 殖
に成功した魚を成魚で市場に卸し自力で研究費を捻出し、研究を続けたそうである。現場の研究者
たちが研 究 に行 き詰 まったときには、当 時 の世 耕 政 隆 総 長 からは「生 き物 は長 い目 でやらないと」
                                                   
13 近 畿 大 学 ウェブサイト、「近 畿 大 学  大 学 要 覧 2010」、「KLC 近 畿 大 学 リエゾンセンター」（パンフレット）、「近 畿
大 学 水 産 研 究 所 」（パンフレット）、「COMPANY PROFILE アーマリン近 大 」及 び関 係 者 へのインタビュー結 果 に







究 所 の研 究 者 たちのみで「魚 に聞 け」との精 神 でクロマグロと向 きあってきたとのことである。同 様 の
研究に関心を有する企業も国内にあったが、当時は近畿大学と連携するのではなく、独自に実現に
向 けた研 究 開 発 を進 めようとする傾 向 にあったとのことである。企 業 によっては、水 産 研 究 所 の卒 業
生を多く採用し、結果として企業側にも関連技術が普及していく、という例もある。 
水 産 研 究 所 の研 究 者 たちは実 際 に自 ら育 てた魚 を市 場 に卸 す活 動 をする中 で、自 然 に自 ら事
業者としての自覚も芽生えてきた部分もあるとのことである。また、地元の養殖科学センターに出資を




どないとのことである。その背 景 としては施 設 が開 放 されている海 面 養 殖 では、アイディアやノウハウ
そのものが鍵 であり、近 くで見 ていたらその技 術 を真 似 できてしまえるようなものが多 いということがあ




クロマグロの完 全 養 殖 成 功 に伴 い、また最 低 資 本 金 特 例 制 度 も導 入 されたため、熊 井 氏 が自 ら
資本金を出して社長となりベンチャーを立ち上げた。現世耕弘明理事長も「機は熟した」と応援して
くれ、自らベンチャー名 「アーマリン近 大 」の命 名 もした。ベンチャー設 立 後 、大 学 本 部 からも支 援 が
されるようになり、現在ではアーマリン近大に出資もしている。ここでのベンチャー事業としては、近畿
大学水産研究所の研究・開発の成果を基に、水産養殖種苗センターが手塩にかけて育てた魚を、
アーマリン近 大 が市 場 に提 供 する、といった流 れになっているそうである。このような事 業 の展 開 にあ
たっては、安 全 、安 心 さらに美 しさの探 究 にこだわった魚 を提 供 し、天 然 資 源 に頼 らず、環 境 にやさ
しい近 大 養 殖 法 を世 界 に発 信 することをスローガンにしているとのことである。研 究 者 から見 ると、現









がり光 栄 としつつも、次 に続 く成 功 モデルが必 要 、と多 方 面 の研 究 領 域 で模 索 しているとのことであ
る。その中 で多 大 な期 待 が寄 せられているのが、理 工 学 部 准 教 授  井 田 民 男 氏 が中 心 になって研
究を進めている次世代バイオ・リサイクル燃料「バイオコークス」である。バイオコークスとは、「茶かす」





 近畿大学では、直径 50 ミリメートル程度の円筒形バイオコークス製造の試験機を完成させ、また、
バイオコークス製造技術に関する特許を単独で出願し、大阪 TLO に管理を移管した。その後、新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成事業「大学発事業創出実用化研究開発事業」
に採択され、バイオコークス量産装置開発とその実用化に向けた実証試験を行った。2008 年 4 月に
は、北海道恵庭市に「近畿大学バイオコークス量産実証実験センター」を開設し、実証試験に用い
るバイオコークスの製造を開始し、同年 4 月～7 月に自動織機メーカーとの連携で自動車エンジン部
品製造のキュポラ炉での実証実験を行った。2009～2010 年には自生植物をバイオコークスに加工
しビニールハウス暖房燃料に利用する実験にも成功した。2010 年 4 月に炉機関係企業との連携に
より、24 時間で約 1 トンの製造能力を持つ実用（商用）タイプのバイオコークス製造装置を開発し、
現在産業利用を想定したさまざまな実証試験を行っている14。 
 以 上 のように長 期 間 にわたり研 究 、開 発 、実 証 実 験 が行 われているが、当 初 は文 部 科 学 省 の「オ
ープンリサーチセンター」や「社会連携事業」に関連のテーマが採択され、当初の構想とは徐々に姿
を変えつつも現在のバイオコークス開発に向けた最初の芽が出てきたとのことである。これらを契機に




 近 畿 大 学 では、優 れた成 果 を有 する研 究 者 でかつ必 要 と認 められる場 合 に、講 義 や入 試 など学
内 業 務 の負 担 をなくして研 究 専 念 を可 能 とする、との認 定 を単 年 度 で行 えることとなっている。井 田














 2001 年 4 月から 9 月にかけて、評価規程、実施要領、評価票等の整備を行い、学部長会議、理
事会及び大学協議会を経て、「評価制度骨子（案）」が決定され、大学各組合に案が提示、説明さ
                                                   
14 近 畿 大 学 プレスリリース（2010 年 6 月 30 日 ）「『バイオコークス』近 畿 大 学 、北 海 道 下 川 町 でのハウス暖 房 活 用
実 験 を完 了  約 6 トンの CO2 排 出 削 減 に成 功 」を参 照 。
http://www.kindai.ac.jp/news_event/2010/06/6co2.html 
15 近 畿 大 学 平 成 19 年 度 認 証 評 価 のための相 互 評 価 報 告 書  第 17 章 、 「教 員 評 価 制 度 の運 用 と大 学 風 土 改




れた。2002 年 4 月には「学校法人近畿大学教・職員評価に関する規程」を制定し、2002 年 6 月よ
り評価制度の実施が開始された。 
 評価制度の目的は「専任教職員の活動・執務状況を評価し、インセンティブを設けることによって、
人 材 育 成 と学 園 の活 性 化 を図 ること」とされている。評 価 方 法 は、教 員 系 は各 教 員 から提 出 された
自 己 申 告 （５段 階 評 価 ）を基 に、部 局 毎 の評 価 委 員 会 部 会 が評 価 （３段 階 評 価 ；A,B,C）を定 め、こ
れら部会評価の評価結果を受けて、評価委員会が最終評価を決定する。 





特別手当が支給される。一方、2 年連続 C 評価者で執務状況が改善されない者については賞与が
減額される。 
 評 価 の実 施 を重 ねる中 で、制 度 の公 平 性 と透 明 性 を高 めるために、「自 己 申 告 表 ・評 価 表 」を開






 全 学 的 に作 成 された教 員 業 績 評 価 自 己 申 告 表 のフォーマットを見 ると、産 学 官 連 携 に関 する評
価 項 目 としては、「研 究 業 績 」の項 目 中 で、特 許 出 願 と研 究 成 果 の実 用 化 が明 示 されており、文 理
関係なく、研究成果の実用化に関する評価項目が設定されていることがわかる。 
 また、理工学部における教員業績評価の指標（2004 年 12 月に開示）において、顕著な業績評価
の具体例が挙げられているが、その中で産学官連携に関する事項としては、「顕著な研究業績」のう
ち「特許等」で、「近畿大学での研究活動から生まれた新しい発明・発見が実用化され、社会から高
く評 価 されて、大 学 に大 きく貢 献 する特 許 、実 用 新 案 特 許 、ビジネスモデル特 許 等 」とされている。
他には、「社会活動における顕著な業績」で「産官学協同の研究開発等を通じて、産業界で成果を
あげ、大学・学部等の評価を顕著に高めた業績」というように、産業界での成果と大学等の評価を高
めることを関 連 づけて明 示 している。このように、評 価 制 度 のなかでは、近 畿 大 学 の知 名 度 、評 価や、















(1)　教育業績 ①授業評価の成績 S A B C D 
②就職・進路指導の実績 S A B C D 
③入試・学生募集等業務への貢献 S A B C D 
④教育システム、教育法の改善などの教育活動への貢献 S A B C D 
教育業績評価（各成果・活動全体での評価） S A B C D 
(2)　研究業績 ①著書、学術論文、評論総説、製作、演出、スポーツ等の特殊技能など S A B C D 
②科研費、学外研究助成金獲得の実績 S A B C D 
③特許出願、研究成果の実用化 S A B C D 
④学会、シンポジウム、展覧会、文化行事、プロジェクト事業等の組織運営、主S A B C D 
⑤学術雑誌の編集委員、審査委員、学協会役職員としての活動 S A B C D 
⑥学会表彰（受賞、入選）などの研究成果 S A B C D 
研究業績評価（各成果・活動全体での評価） S A B C D 
(3)　管理運営活動 ①法人の役職、学内の委員会委員長、委員等としての管理運営上の貢献 S A B C D 
②学内の管理運営業務、諸行事、改善企画等への参加実績 S A B C D 
管理運営活動評価（各成果・活動全体での評価） S A B C D 
(4)　社会活動 ①本学の社会的知名度、評価水準の向上に寄与する社会活動の成果 S A B C D 
②公職、学外の委員会委員等の活動実績 S A B C D 
社会活動評価（各成果・活動全体での評価） S A B C D 





















るように図 っている。企 業 側 に対 しては技 術 相 談 料 を課 金 せず、逆 に大 学 側 から研 究 者 （教 員 ）に
対して、相談への対応について報告レポートの提出を求めるとともに、１相談あたり 1.5 万円程度の
資金提供をしている。受託研究で企業からの受入額の推移では、2008 年度までは増加基調であっ
図 表 3-5-1 近 畿 大 学 教 員 業 績 評 価 における自 己 申 告 表 中 の評 価 記 述 項 目 （大 学 ・短 大 ・高 専 教 員 用 ）
注 ： ・2006 年 5 月 現 在 のフォーマット。自 己 評 価 対 象 期 間 は、研 究 業 績 のみ対 象 日 以 前 ５年 間 分 でその他 は１年 間 。 
・自 己 申 告 表 では、各 自 己 評 価 に加 えて、自 己 評 価 した理 由 も記 入 することとなっている。 




たが、2009 年度に減少となっている（図表 3-5-2 ②）。 
 近 隣 地 域 では、中 小 企 業 が多 く企 業 自 身 は研 究 開 発 部 門 を持 っていないところも多 い。連 携 担





































が進 められてきたが、その組 織 的 な支 援 体 制 として、2000 年 2 月 に「近 畿 大 学 リエゾンセンター
(KLC: Kinki University Liaison Center)」が設立された（図表 3-5-3）。 
 リエゾンセンターは、全学に関わる組織として産業界と近畿大学を結ぶ役割を担うが、広範で多様
なニーズに対応するため、各学部にセンターの所員を、各学科には協力所員を配置している。 
















図 表 3-5-2 近 畿 大 学 の産 学 連 携 関 連 データ 
出 典 ：近 畿 大 学 提 供 資 料 に基 づき作 成 。 
図 表 3-5-3 近 畿 大 学  産 学 官 連 携 支 援 体 制  
出 典 ：KLC パンフレット及 びインタ
























ントが示 されることにより、ある種 の一 体 感 を共 有 しながら長 期 的 な取 組 が行 われているというのも鍵
といえよう。 
 近 畿 大 学 は、関 西 地 方 では医 学 部 、薬 学 部 、農 学 部 のいずれも有 する大 規 模 な総 合 私 立 大 学
であるが、産学連携担当部署としては、これを強みにして産業界との連携も存在感を増していきたい





くのマスコミに取 り上 げられる。近 畿 大 学 では、こういったマスコミ報 道 について、学 部 単 位 でどの程
度どのようなマスコミ報道があったか、について調査しこれを広告費見合で推計し学部毎に比較する、
といった試 みも行っている。さらに、マスコミ報 道 は大 学 の宣 伝 効 果 をもつもの、と考 え、波 及 効 果 の
大 きい研 究 成 果 などを積 極 的 にプレスリリースすることなどを推 奨 している。こういった取 組 も近 畿 大
学の独自のものといえよう。 
 一方、教員の業績評価においても、評価項目には特許や研究成果の実用化といったように、産学
官 連 携 活 動 に関 する項 目 が含 まれ、特 に社 会 活 動 との関 係 では、近 畿 大 学 の知 名 度 や外 部 から
の評 価 アップへの寄 与 との観 点 も大 きく、そのような意 味 合 いで産 学 官 連 携 活 動 が取 り上 げられて

























 2001 年 4 月、国立試験研究機関であった旧金属材料技術研究所と旧無機材質研究所を母体と
し、物 質 ・材 料 研 究 活 動 全 体 を対 象 とする機 関 として、独 立 行 政 法 人 物 質 ・材 料 研 究 機 構 （以 下
「機構」という。）が発足した。機構発足後、第１期中期目標期間（2001～2005 年度）を経て、第２期










研 究 組 織 は、各 研 究 分 野 に対 応 した６つの研 究 領 域 （ナノテクノロジー基 盤 領 域 、ナノスケール
物 質 領 域 、情 報 通 信 材 料 研 究 領 域 、生 体 材 料 研 究 領 域 、環 境 ・エネルギー材料 領 域 、材 料 信 頼
性 領 域 ）の他 、共 用 基 盤 部 門 、国 際 ナノアーキテクトニクス研 究 拠 点 （MANA）、ナノ材 料 科 学 環 境
拠点、クラスター／分野融合クラスターなどから構成されている。管理部門には、理事長直轄の組織
の他、企画部と総務部がある。  
職員は、役員 6 名、定年制研究職員 413 名、定年制エンジニア職員 52 名、定年制事務職員 91
名のほか任期制職員 894 名で総計 1,456 名となっている（2010 年 4 月現在）。 
機構の収入構造は、2009 年度決算で総額は 19,916 百万円、うち運営費交付金 15,034 百万円、
受託事業収入等 2,936 百万円となっている。 
 
3.6.3 中期計画における企業との連携に関する記述とその評価 
 第 1 期中期計画(2001～2005 年度)では、技術移転システムの構築や移転の促進、コーディネート
機 能 の充 実 などの項 目 が挙 げられていた。その目 標 期 間 における業 務 の実 績 に関 する評 価 を見 る
と（図表 3-6-１）、関係する記述としては「特許申請、技術移転体制は整備されつつあるが、費用対
効 果 も考 慮 して審 査 基 準 等 を明 確 にする必 要 がある。また、技 術 移 転 が外 部 資 金 確 保 のためか、
知 的 財 産 を中 心 とした共 同 研 究 重 視 なのか戦 略 を示 す必 要 がある。技 術 移 転 に関 する組 織 を内




転 ・知 的 財 産 戦 略 の策 定 や体 制 強 化 、特 許 出 願 の精 選 、実 用 化 の可 能 性 の高 いものについての
民 間 企 業 との共 同 研 究 といった知 的 財 産 の活 用 促 進 に関 する措 置 、また、民 間 外 部 資 金 を積 極
                                                   


























































図 表 3-6-1 物 質 ・材 料 研 究 機 構 第 １期 中 期 目 標 期 間 の実 績 評 価 結 果 における企 業 連 携 に関 する記 述  
注 ：第 １期 中 期 目 標 期 間 は、2001 年 4 月 ～2006 年 3 月 。 











































































図 表 3-6-2 物 質 ・材 料 研 究 機 構 第 2 期 中 期 計 画 における企 業 連 携 に関 する記 述  
注 ：第 ２期 中 期 目 標 期 間 は 2006 年 4 月 ～2011 年 3 月 。アンダーライン部 分 は、企 業 との連 携 活 動 に関 係 する記 述 。 
出 典 ：「独 立 行 政 法 人 物 質 ・材 料 研 究 機 構 中 期 目 標 」、「独 立 行 政 法 人 物 質 ・材 料 研 究 機 構 中 期 計 画 」（いずれも 2006 年












 2001 年度から先行的に取組を開始し、2006 年度から本格的に企業からの資金等を受け入れて
共同研究等を展開させ、着実に企業からの資金受入額が増加した。 
 現 場 では当 初 、機 構 の保 有 するシーズを発 展 させるという発 想 が根 強 かったが、実 際 には企 業 か
らのニーズを得 ることによって新 たな研 究 が発 展 していく、といった相 乗 効 果 が現 れるテーマも多 く、
さらに実 用 化 に向 けて発 展 がある場 合 も多 く見 られたとのことである。機 構 では、物 質 ・材 料 分 野 に
特化した研究を行っているため、現場では、パートナーが素材産業かと組立・加工産業かによって、





 連 携 担 当 部 署 では、連 携 するパートナーとしてどの企 業 とどのように連 携 するか、の戦 略 を練 る上
で、業種別で売上高別に世界の優良企業をリストアップして検討するなど、常にグローバルな視点で
捉えて大型で長期的な連携を図っているとのことである。2006 年 6 月に設立されたロールス・ロイス
航空宇宙材料センターでは、ジェットエンジン用タービンブレード材料を共同研究し、2008 年 7 月に






ターが具 体 的 なテーマの妥 当 性 などを調 整 し、研 究 者 を集 めたセミナーを何 度 も開 催 して、テーマ
に合わせて研究者間のマッチングを進めたとのことである。 
 共 同 研 究 の受 入 額 規 模 を見 ると、通 常 のプラットフォームでは年 間 数 百 万 円 程 度 が主 であるが、




 機 構 では、基 礎 研 究 から応 用 研 究 につながるのみならず、応 用 研 究 から基 礎 研 究 につながること







ため「民間発基礎・基盤研究助成制度」を 2007 年度より開始した。過去１年間に１件あたり 300 万
円以上の共同研究資金を獲得した研究者に対し、１人あたりで獲得資金の３分の１で 500 万円を上
限として翌年度に助成するものであり、年間総額 3,000 万円を措置することとしている。 







 これらのうち、研究者の個人業績評価は 2002 年度から本格実施している。評価の実施にあたって






国 内 外 登 録 、実 施 許 諾 、ベンチャー設 立 を点 数 化 し、また③外 部 資 金 獲 得 のうち「民 間 資 金 （コン
サルタント、共同研究他）」を点数化している。このように、企業との関係に関連する評価指標は、特
許化、技術移転活動や外部資金受入の観点でいずれも考慮されているといえる。 











機 構 は「使 われてこそ材 料 」をキーワードに、独 創 性 の高 い基 礎 研 究 を基 に技 術 移 転 することで
実用化を促進することを目指している。この考え方にたち、連携担当部署では、特許の扱いとしては、
基礎・基盤研究での単独出願特許を企業に実施許諾し、実用化への技術展開を促進する中で研
究 者 が新 たな基 礎 ・基 盤 研 究 に専 念 できるようにすることを想 定 しているとのことである。この場 合 、
共 同 研 究 は実 用 化 への通 過 点 であってゴールではなく、特 許 の実 施 許 諾 がゴールとなる。共 同 研






イセンス収入は 1.87 億円となっている（図表 3-6-3 ①）。一方、特許出願・管理で必要とされる経
費は年間 2 億円程度である。機構の経営側からみると、コストに比べて必ずしも大きな収益を上げて
いるとは言 い難 い状 況 にあり、経 済 効 果 の観 点 からは、一 部 の企 業 への実 施 許 諾 を重 視 するよりも、
広く民間企業に成果を還元し、商品化されるよう目指す方が結果としては社会への経済効果がはる
かに大きいという意見もある。 
 企 業 との共 同 研 究 ・受 託 研 究 の推 移 を見 ると、件 数 受 入 額 とも顕 著 な増 加 に推 移 している（図 表
3-6-3 ②）。ただし、2009 年度では件数は増加しているが、受入額が減少しており、これは景気後
退の影響もあると考えられる。 
また共 同 研 究 に着 目 すると、近 年 個 人 レベルの連 携 に比 べ組 織 的 連 携 の割 合 が急 激 に増 加 し
ているとのことである。組織的連携の占める割合は、件数ベースで 2008 年度に全体の 20%だったの





















































 連携支援の体制については、図表 3-6-4 に示すように、企画部の中に、戦略室、企画調整室、評
価室などと並んで「連携推進室」が設置され、室員３６名（20１０年７月現在）で、大学・公的機関・企
業 といった外 部 機 関 との連 携 、知 的 財 産 の契 約 ・管 理 といった業 務 全 般 を担 当 している。企 業 との
連携は、それら業務の一部として位置づけられて、「知的財産チーム」が担当している。特許出願に
あたっては外 部 に依 頼 することなく全 て連 携 推 進 室 所 属 の専 門 性 を有 する担 当 者 ２名 で出 願 業 務







図 表 3-6-3 物 質 ・材 料 研 究 機 構  企 業 との連 携 関 連 データ 
① 特 許 出 願 件 数 とライセンス収 入                 ② 企 業 との共 同 ・受 託 研 究 の件 数 と受 入 額    
出 典 ：内 閣 府 「独 立 行 政 法 人 、国 立 大 学 法 人 等 の科 学 技 術 活 動 に関 する調 査 結 果 （平 成 20 事 業 年 度 ）」及 び物 質 ・





















ットーで新 物 質 ・新 材 料 の創 成 と社 会 的 ニーズに応 える材 料 の高 度 化 のための研 究 を重 点 的 に行




わせ、実 用 化 につながるよう図 っているようである。その際 、パフォーマンスとしては機 構 自 身 の収 入
のみでなく、社 会 への経 済 効 果 も確 実 に考 慮 に入 れパブリックドメインとしての役 割 を果 たす観 点 も
重 要 となっている。なお、機 構 では経 営 上 の観 点 での外 部 資 金 源 として民 間 からの研 究 資 金 受 入




 また、中 核 的 機 関 としての役 割 の一 つとして企 業 からの要 望 で強 いものに、関 係 する研 究 領 域 の
若 手 人 材 の育 成 が挙 げられている。機 構 では、長 期 的 で様 々な研 究 テーマから構 成 される大 規 模




































図 表 3-6-4 物 質 ・材 料 研 究 機 構  企 業 との連 携 支 援 体 制  












沿 った産 学 連 携 の計 画 の方 向 性 に合 わせて、そのための人 材 、資 金 などのマネジメントを実 施 する
よう工 夫 している様 子 が明 らかになった。だが、機 関 によっては、産 学 連 携 の各 活 動 間 の連 係 が不




関での目 的に整合した多様な実績評価が求められる。また、各 機関における産学連携活動に対 す
る支援についても、各機関の目標の方向性に合わせることが必要と考えられる。 
 なお、今 回 ケーススタディを実 施 した機 関 は限 定 的 であったため、多 様 な産 学 連 携 のマネジメント
の状況をさらに把握するためには、より多くのケーススタディが必要と考える。 
 
(2)機 関 が研 究 者 に対 して業 務 の一 つとして産 学 連 携 活 動 を求 めるのであれば、研 究 者 等 の業 績
評価と処遇への反映において、産学連携活動を適切に考慮すべき 
各機関で、研究者に対し、行うべき業務の一つとして産学連携活動を求めるのであれば、各研究





現 在 多 くの国 立 大 学 では、研 究 者 （教 員 ）の業 績 評 価 の評 価 方 法 や評 価 項 目 について試 行 錯
誤 の状 況 にあるが、研 究 者 の業 績 評 価 のための評 価 項 目 や処 遇 への反 映 で、産 学 連 携 活 動 を適
切に考慮するようにし、インセンティブとすべきである。 
 
90
